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Ⅰ 酪農及び肉用牛生産の近代化に関する方針 

第１ 酪農及び肉用牛生産をめぐる情勢の変化と基本的な方向 

本別町における酪農及び肉用牛生産は、農業基盤整備、大型機械の導入、複数戸法人

やＴＭＲセンターの設立、ロボット技術の導入などにより、経営規模の拡大と省労動

力化機械の導入を進め、ＪＡ本別町の取扱高約６０％を維持し、本町農業・地域経済の

基盤として重要な位置を占めています。 

しかし、生産現場においては、経営者の高齢化や後継者不在等による農家戸数の減

少、家族経営や規模拡大を支える営農支援組織の労働力不足、進展する国際化への対

応や海外悪性伝染病に対する防疫体制の強化などが喫緊の課題となっています。また、

北海道胆振東部地震や台風をはじめとした自然災害、新型コロナウイルス感染症（Ｃ

ＯＶＩＤ－１９）の長期化など、不測の事態が生じた場合においても、酪農・畜産経営

の継続が可能となるよう、生産者個々の経営体質の強化が求められています。 

こうしたことから、これまで生産者、関係機関が総力を挙げて築き上げてきた本町の

酪農、乳用雌牛育成、肉用牛をより発展させ、消費者や事業者からの安全・安心で品質

の高い畜産物の安定供給への期待に応える必要があります。 

このため、本町の酪農・乳用雌牛育成・肉用牛経営が外的要因にも影響されにくい

「経営体質の強化」を図るとともに、関係業界が連携し「生産体制の強化」や「需要の

創出」を進めることで、足腰が強く、将来にわたり地域経済・社会の活性化にも貢献で

きる強固な産業となることを目指し、「第８次本別町酪農・肉用牛生産近代化計画」を

策定します。 

 

第２ 経営体質の強化に向けた対応方向 

１ 酪農経営 

（１）生産基盤の強化 

ア 家族経営体の経営力の強化と協業法人の推進 

本町における畜産経営体の大勢を占め、地域経済・社会の活性化にも大きな役割を

果たす家族経営の維持・発展に向けて、労働負担の軽減を図る省力化機械の導入や地

域の実情に即した地域営農支援システムの整備をはじめ、既存の経営資源の円滑な継

承・活用などへの支援を推進します。 

また、地域経済の維持・発展に重要な生乳生産量の維持・拡大に向けて、規模拡大

による生産性の向上や雇用の創出が期待される協業法人の設立を推進します。 

 

イ 畜産クラスター事業等の効果的な活用 

地域の酪農生産基盤の強化と収益性の向上を図るためには、地域の現状や課題の分

析を行う必要があり、生産者や生産者団体等の関係者と連携し、畜産クラスター事業

等を活用した取組を推進します。 

 

ウ 施設整備のコスト低減 

畜舎を建築基準法の適用から除外する特別法の国における検討状況などを踏まえ、

地域の実情に即し低コストな施設整備等を推進します。 

 

（２）収益力の向上 

ア ベストパフォーマンスの実現 

牛群検定の参加を促進するとともに、従来の検定情報に加え、ｗｅｂシステムを通

じてケトン体やデノボ脂肪酸などの新たなデータの活用を推進します。 

また、飼養管理技術を向上させることで、乳牛の供用期間の延長や受胎率の向上、

分娩間隔の短縮、子牛事故率の低下、周産期疾病の抑制など、乳牛の能力を最大限発

揮（ベストパフォーマンスの実現）させることにより、生涯生産性の向上を推進しま

す。 



2 

 

乳牛のベストパフォーマンスを実現するためには、家畜の快適な環境で飼養し、衛

生面や生産工程にも配慮することが重要なことから、※アニマルウェルフェアの考え

方をはじめ、ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰの手法を取り入れた飼養管理技術の普及を推進

します。 

※ 「アニマルウェルフェアに配慮した家畜の飼養管理の基本的な考え方につい

て」（令和２年３月１６ 日付け元生畜第１８９７ 号農林水産省生産局畜産部畜

産振興課長通知）及び「アニマルウェルフェアの考え方に対応した乳用牛の飼養

管理指針」（令和元年６月改訂公益社団法人畜産技術協会）に基づく飼養管理。 

 

イ スマート農業技術の活用 

作業の省力化を図り労働生産性を高めるため、搾乳ロボットやえさ寄せロボットを

はじめとするＩＣＴやＩｏＴ技術を活用した機械・設備の導入とともに、これらを効

果的に使いこなすための推進体制の充実を図り、ハードとソフトの両面からスマート

農業技術の効果的な活用を推進します。 

 

ウ 経営管理能力の向上 

生産者における生産・経営データの数値的情報の管理や分析、第三者的視点を取り

入れるための経営コンサルティングの活用、ＧＡＰや農場ＨＡＣＣＰ手法の活用な

ど、経営管理能力の向上を促進します。 

 

エ 性判別精液や和牛精液等の効果的な活用 

酪農経営における収入確保のため、高能力牛に対する性判別精液や受精卵移植の活

用により優良な乳用後継牛を計画的に確保した上で、市場動向を踏まえ、適正に生

産・流通された和牛受精卵や和牛精液の活用を推進します。 

 

オ 乳牛改良の推進 

生産者団体と連携しつつ、乳量や乳成分、泌乳持続性とともに、体型等の改良によ

り長命連産性を高めることで、生涯生産性の向上を推進します。 

また、乳牛の能力の把握や飼養管理・繁殖管理の改善、安定的な後代検定の実施に

向けて、牛群検定の加入を促進するとともに、効率的に牛群改良を行うため、ゲノミ

ック評価の生産現場での普及に向けた取組を推進します。 

 

２ 肉用牛経営 

（１）生産基盤の強化 

ア 肉用牛経営と酪農経営の連携 

繁殖経営等で飼養されている優良な繁殖雌牛を活用し、家畜人工授精所において適

正に生産・流通された和牛受精卵を増産するとともに、繁殖基盤の強化のため酪農経

営との連携により、更なる和子牛をはじめとする素畜の増産に向けた取組を推進しま

す。 

 

イ 一貫経営の推進 

繁殖から肥育までを行う一貫経営への移行、酪農経営との連携など、地域に適した

生産体制を推進します。 

 

ウ 和牛の生産拡大 

北海道が和牛の産地としての地位を確立するため、繁殖雌牛群の更なる強化により

質の高い子牛を生産するとともに、飼養管理技術の向上・普及を通じて、和牛の生産

の拡大を推進します。 
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（２）収益力の向上 

ア 多様な肉用牛経営の育成 

素牛価格の高騰による肥育素牛導入コストを削減するため、酪農部門との複合化に

よる肥育素牛の確保など、多様な肉用牛生産を推進します。 

 

イ 飼養管理技術の向上 

指導体制の充実のほか、素畜の選定や飼料給与プログラム等による飼養管理技術の

向上により、繁殖雌牛の初産分娩月齢の早期化や分娩間隔の短縮、繁殖雌牛の供用期

間の延長、肥育期間の短縮などを図ることで、効率的な肉用牛の生産を推進します。 

 

ウ 肉用牛の改良の加速化 

全国和牛能力共進会を見据え、産肉能力や繁殖能力をはじめ、小ざしや消費者ニー

ズに応えるおいしさに着目した改良を進めるとともに、地方独立行政法人北海道立総

合研究機構等と連携し、ゲノミック評価や道産種雄牛を活用した優良繁殖雌牛群の造

成を推進します。 

 

３ 乳用雌牛育成経営 

（１）生産基盤の強化 

ア 酪農経営との連携 

乳用後継牛は経営内の省労働力化、初産分娩月齢の短縮などが求められており、乳

用雌牛育成専業の育成農家に預託することで、発育が良く分娩後の繁殖成績が優良な

乳牛が期待できることから、町内間預託事業を推進します。 

 

（２）収益力の向上 

ア 都府県等の預託元農家との連携 

乳用牛育成預託事業については、愛知県をはじめ全国各地から受入れをしており、

初妊牛市場価格の好成績の評価もあり預託頭数維持を続けていることから、引き続

き、道外からの預託を推進していくとともに、本町の生乳生産増産に向け、町内間に

おける育成牛の預託事業を推進していきます。 

 

４ 地域連携の強化 

（１）労働負担の軽減 

ア 営農支援組織の活用 

生産者における労働負担や減価償却資産の負担の軽減、規模拡大の実現に向け、営

農支援組織の設立を支援します。 

また、飼料生産・調製や飼養管理、家畜排せつ物の処理等の作業の一部をコントラ

クターやＴＭＲセンター、酪農ヘルパーなどの営農支援組織を活用した省力化を推進

します。 

 

イ 営農支援組織の機能強化 

営農支援組織において少人数でより多くの作業を進めるため、自動操舵機能付きト

ラクターやドローンによる草地管理、ほ育育成のための哺乳ロボットの活用など、ス

マート農業を推進するほか、人材確保のための雇用条件等の改善や人材の有効活用に

向けた地域内の検討を促進します。 

 

（２）多様な人材の育成・確保 

ア 次世代につながる人材の育成・確保 

経営者には、従業員の労務管理や経営資源を有効活用できる高度な経営管理能力が

求められているほか、規模拡大を伴う場合には地域に果たす役割が大きくなってきま
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す。このため、経営者が生産技術や財務管理はもとより、食品安全や家畜衛生に加

え、労働の安全等を確保するためのＧＡＰなどの取組を通じて、優れた経営管理能力

に加え、地域社会との良好な関係性を保つ重要性の認識を高めることを目指した人材

育成を推進します。 

また、畜産現場における女性の活躍がより一層進むよう、酪農・肉用牛生産におい

て、女性の能力をより発揮するための環境整備等を推進します。 

 

イ 経営資源の継承 

新規参入者が円滑に就農できるように、初期投資を抑え参入のハードルを下げるた

め、農場リース事業等を活用した取組を推進していくほか、離農などにより地域から

重要な生産基盤である経営資源が失われることがないよう、後継者や第三者などへの

円滑な事業継承が行われるよう取組を推進します。 

 

５ 酪農経営及び肉用牛経営の持続的発展 

（１）飼料基盤のフル活用 

ア 自給粗飼料の生産・利用拡大 

牧草やサイレージ用とうもろこしを作付けする自給飼料生産基盤に立脚した畜産経

営を確立するため、飼料作付面積を維持しながら、栄養価の高いサイレージ用とうも

ろこしの作付面積を拡大するとともに、コントラクターやＴＭＲセンターなどの営農

支援組織の活用により、飼料生産基盤をフル活用した良質で低コストな飼料生産・利

用の拡大を推進します。 

 

イ 草地の植生改善 

粗飼料の作付面積の３分の２を占める草地については、裸地や雑草が多いほ場の植

生改善に取り組むことが必要です。 

このため、起伏修正や暗渠排水等の基盤の整備を行う「草地整備」や、天候不良の

影響を緩和したり、雑草を駆除・抑制するために新たな草種・品種を導入する「草地

改良」、植生の状況に応じて牧草の生産量や栄養価を維持増進させるために農家が主

体となって行う「草地更新」、労働力の軽減を可能とするスマート農業技術を活用し

た「草地管理」を促進するとともに、植生の改善に向けた技術支援を推進します。 

 

ウ 自給濃厚飼料等の生産・利用拡大 

海外から輸入する配合飼料価格の高騰など様々な情勢変化の影響を緩和するため、 

ビートパルプなどの食品製造副産物や規格外農産物などの飼料利用の取組を推進し

ます。 

 

（２）畜産環境対策の充実・強化 

ア 家畜排せつ物処理施設の整備 

家畜排せつ物は、畜産農家が自らの責任で適正に処理することが基本であり、１戸

当たりの家畜飼養頭数が増加する中、地域の環境に配慮するとともに、自給飼料基盤

に立脚した環境負荷の少ない畜産を推進します。 

 

イ 家畜排せつ物の利活用 

家畜排せつ物は貴重な有機質資源であることから、畜産農家と耕種農家との連携を

はじめ、良質な堆肥・液肥の生産や適切な施肥管理による農地への還元を推進しま

す。 

また、家畜排せつ物のエネルギー等への利活用は、有機質資源の有効活用や売電に

よる収入の確保、自家農場での電力利用、あるいは臭気対策の強化等の観点から、利

用を推進します。 
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なお、バイオガスプラントによる発電については、電力系統への接続が制限されて

いる状況にあることから、その緩和のため送電線が混雑している時には発電所の出力

を制御することを前提として、既存の送電線への新規接続を認める「ノンファーム型

接続」など、国の動きや電力の地産地消に係る民間での新たな技術開発の動向などの

把握に努め、地域への情報提供を行います。 

 

（３）家畜衛生対策の充実・強化 

ア 家畜衛生対策の推進 

家畜の検査や監視の徹底、家畜伝染病の診断技術の向上等により防疫体制を強化す

るとともに、伝染病に応じた的確かつ効率的な対策を推進するため、家畜の飼養者、

本別町家畜自衛防疫組合及び関係機関が一体となって行う家畜衛生対策の取組を支援

します。 

 

イ 海外悪性伝染病への対応 

海外悪性伝染病の侵入防止に向け、国が実施する水際防疫を強力に支援するととも

に、生産農場に対して、海外悪性伝染病に関する注意喚起や指導をより一層強化し、

留学生や外国人技能実習生などの受入窓口等に対して侵入防止対策の徹底を図りま

す。 

また、万が一の発生に備え、関係団体等との協力のもと、実践的な防疫演習を実施

するなど、発生に備えた防疫対策の強化を推進します。 

 

第３ 生産体制の強化に向けた対応方向 

１ 生乳の安定的な生産 

作業の分業化のため、地域営農支援システムの充実や省力機械の導入などにより、

１戸当たり家畜飼養頭数の増加や飼養管理の向上を図ることで、計画的かつ高品質な

生乳の安定的な生産を推進します。 

 

２ 災害等に強い酪農・畜産の確立 

本町のみならず北海道の酪農・畜産業は、これまで地震や台風等様々な自然災害に

よる被害を経験し、その度にこれらの被害を最小限に抑えるための生産現場における

取組を実施してきました。今般の新型コロナウイルス感染症においては、全国規模で

需要が大きく減少するなど未曾有の事態が生じたことなどから、引き続き、生産現場

と実需者が一体となった需要の確保のための取組が重要と認識されたところであり、 

災害等に強い酪農・畜産を確立するため、生産現場における営農活動の継続に向けた

対策を促進します。 

 

第４ 需要の創出に向けた対応方向 

１ 食の安全と消費者の信頼確保 

（１）生産資材の適切な利用 

食の安全を確保していくため畜産物や飼料及び飼料添加物の製造・加工段階でのＨ

ＡＣＣＰに基づく衛生管理計画等の着実な取組を推進します。 

安全・安心で高品質な牛乳乳製品に対する需要や、生乳の広域流通で求められる品

質等に的確に対応していくため関係機関・団体と連携し、引き続き、総合的な観点か

らの乳質改善に取り組むとともに、ＧＡＰやＨＡＣＣＰの考えに基づき、生産者段階

でのポジティブリスト制度に対応した農薬や動物用医薬品等の適正使用の徹底、生産

履歴の記帳・保管、乳房炎対策としても重要な搾乳機器の適正使用の取組を推進しま

す。 
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（２）衛生管理の充実・強化 

消費者の安全に対する信頼確保に当たっては、牛乳乳製品をはじめとした畜産加工

品の製造・流通過程に起因する食品事故を未然に防止することが必要なため、各種法

令の遵守はもとより、乳業者や食肉流通事業者が主体となる衛生管理の高度化や事故

発生時の的確な対処などの危機管理体制の構築を促進します。 

 

（３）消費者への理解醸成 

児童や生徒、学生、保護者に酪農及び肉用牛生産についての理解を深めてもらうた

め、教育機関等との連携のもと、学校給食の場や、酪農体験活動など様々な取組を通

じ、「食」や「いのち」、「心」に関する教育などを行う食育活動を推進します。 

 

Ⅱ 生乳の生産数量の目標並びに乳牛及び肉用牛の飼養頭数の目標 

生乳の生産数量の目標並びに乳牛及び肉用牛の飼養頭数の目標については、生産基盤の

強化や収益力の向上の取組を推進するとともに、家畜衛生対策や畜産環境対策など、酪

農・畜産が抱えている諸課題が解決された場合に実現可能な目標として設定します。 

 

１ 生乳の生産数量及び乳牛の飼養頭数の目標 

生乳の生産量の目標については、都府県向け飲用牛乳の供給拡大と乳製品向け用途への

安定供給を前提に、経産牛頭数の維持と経産牛１頭当たり乳量の増加を見込み設定しま

す。 

乳牛の飼養頭数の目標については、目標年度における酪農家戸数や経営規模の拡大を見

込み設定します。経産牛１頭当たり乳量の目標は、良質な自給飼料の確保を基本に、乳牛

改良の推進、乳牛の能力を最大限発揮させるための基本的な飼養管理の徹底等を見込み設

定します。 

 

年度 地域名 
地域の 

範囲 
総頭数 成牛頭数 

経産牛 

頭数 

経産牛 1 頭当た

り年間搾乳量 

（kg） 

生乳生産量 

（千ｔ） 

現在 

（H30） 

本別 

地区 

本別町 

一円 
13,451 4,476 4,289 9,212 39.5 

目標 

（R12） 

本別 

地区 

本別町 

一円 
13,557 4,657 4,461 9,305 41.5 

 

２ 肉用牛の飼養頭数の目標 

肉用牛の飼養頭数の目標については、経産牛の飼養頭数の増加や性判別精液の利用率

等の動向を踏まえつつ、生産性の高い大規模な専業経営や酪農等との複合経営の育成、

一貫経営への移行や哺育・育成センターの導入などによる地域で繁殖・育成を集約化す

る体制構築の整備、肥育技術の普及等による肥育頭数の拡大のほか、受精卵移植などの

活用による乳牛からの黒毛和種生産及び繁殖雌牛の増頭、黒毛和種精液を活用した乳牛

からの交雑種の生産等を見込み設定します。 

 

年度 地域名 
地域の 

範囲 

肉用牛 

総頭数 

肉専用種 乳用種 

繁殖 

雌牛 

肥育

牛 

その

他 
計 

乳用

種 

交雑

種 
計 

現在 

（H30） 

本別 

地区 

本別町 

一円 
5,005 1,364 48 686 2,098 520 2,387 2,907 

目標 

（R12） 

本別 

地区 

本別町 

一円 
5,049 1,243 49 704 1,996 546 2,507 3,053 
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Ⅲ 近代的な酪農経営方式、肉用牛経営方式及び乳用雌牛育成経営方式の指標 

１ 基本的考え方 

今後、本町の生産者の経営の安定を図り、地域の基幹産業としての酪農、肉用牛及び

乳用雌牛育成の生産基盤の維持・強化につなげるため、実現可能な経営類型を想定し、

１０年先の経営指標として設定します。 

 

２ 経営指標の設定 

酪農、肉用牛及び乳用雌牛育成生産の経営の類型を経営規模や生産体系、畜種などに

着目して区分し、設定します。 

 

３ 指標の項目 

指標については、経営類型ごとに次のとおり設定します。 

（１）経営概要：経営形態、飼養頭数、飼養方式、飼養管理の外部化、飼料の給与方式、

放牧利用 

 

（２）生産性指標 

ア 牛 ：１頭当たり搾乳量、更新産次、分娩間隔、初産月齢、出荷月齢、出荷時体

重等 

イ 飼料：作付体系、単収、作付延べ面積、飼料生産の外部化、購入飼料、飼料自給

率、粗飼料給与率、経営内堆肥利用割合等 

ウ 人 ：生産コスト、労働時間、粗収入、経営費、農業所得、１人当たり所得 
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Ⅳ 乳牛及び肉用牛の飼養規模の拡大に関する事項 

 １ 乳牛 

 （１）飼養構造 

地区域名 
①総農家 
戸数 

②飼養 
農家 
戸数 

②／① 

乳牛頭数 1 戸当た
り平均 
飼養頭数 
③／② 

➂総数 
④うち成牛 
頭数 

  戸 戸 ％ 頭 頭 頭 

本別地区 
酪農 

現在 278 56 20.1 7,133 4,476 127 

目標   45  7,485 4,657 166 

本別地区 
乳用雌 
育成 

現在   24  6,318 0 263 

目標   17  6,072 0 357 

計 
現在 278 80 28.8 13,451 4,476 168 

目標   62  13,557 4,657 219 

 

（２）飼養規模の維持及び拡大のための取組 

営農支援組織の強化や畜産クラスター事業等を活用した規模拡大、組織経営体の育

成、ＩＣＴやＩｏＴ技術を活用した省力化に対する支援を実施します。 

また、牛群検定情報等の活用による適切な飼養・繁殖管理による１頭当たりの生乳

量の増、性判別精液の活用等による必要な乳牛頭数の確保の取組を推進します。 

 

 ２ 肉用牛 

（１）飼養構造 

 
地 
域 
名 

①総 
農家 
数 

②飼
養農
家戸
数 

② 
／ 
① 

肉用牛飼養頭数 

総数 
肉専用種 乳用種等 

計 
繁殖 
雌牛 

肥育
牛 

その
他 

計 
乳用
種 

交雑
種 

   戸 戸 ％ 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 頭 
肉専 
用種 
繁殖 
経営 

本 
別 

現 
在 

278 39 14.4 2,071 2,057 1,364 18 675 14 0 14 

目 
標 

  26   1,966 1,952 1,243 17 692 14 0 14 

交雑 
種等 
肥育 
経営 

本 
別 

現 
在 

278 4 2.9 2,934 41 0 30 11 2,893 520 2,373 

目 
標 

 4  3,083 44 0 32 12 3,039 546 2,493 

合計 
本 
別 

現 
在 

278 43 17.3 5,005 2,098 1,364 48 686 2,907 520 2,387 

目 
標 

  30   5,049 1,996 1,243 49 704 3,053 546 2,507 

 

（２）飼養規模の維持及び拡大のための取組 

遺伝的能力を十分に発揮するための飼養管理技術の向上、地域の飼料資源等の活用

や品種特性を活かした肉用牛生産の推進などに重点をおいた取組を推進します。 

ア 肉専用種繁殖経営 

所得の確保・増大に向け、耕種・酪農との複合経営の育成と生産効率の改善を図

り、肉専用種の生産を推進します。また、飼養管理の徹底や優良繁殖雌牛の導入を

促進することにより、発育の良い素牛を生産し所得確保を目指します。 
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イ 肉専用種肥育経営 

育種改良や肥育技術の向上により、肉質の斉一性と肉量の確保を図り、自動給餌

機などを活用した営農システムの構築による省力化と規模拡大を推進します。 

 

ウ 肉専用種一貫経営 

繁殖農家に対する肥育技術の導入及び肥育農家に対する繁殖技術の導入等によ

り、一貫経営への移行を推進します。 

 

エ 乳用種・交雑種の育成経営、肥育経営、一貫経営 

酪農家による初生牛の適正管理と導入後の疾病対策等により事故率の低減を図る

とともに、哺乳ロボット等の導入による省力化を推進します。 

また、ほ場副産物や粗飼料の有効活用等による低コスト生産を促進するととも

に、哺育・育成経営や肥育経営の一貫経営への移行により、安定した経営の確立と

規模拡大を推進します。 

 

Ⅴ 飼料の自給率の向上に関する事項 

１ 飼料の自給率の向上 

 

（１）粗飼料の自給率向上のための取組 

気象や地形、土壌、植生が異なる各地域や各牧草地の実情を勘案し、様々な事業を

活用し草地整備や草地改良、草地更新を実施するとともに、新たに開発された優良品

種の活用により、植生改善への取組を推進し、牧草の単収増を目指します。 

また、サイレージ用とうもろこしは、耕種連携による輪作体系の組み入れや草地に

一時的にサイレージ用とうもろこし等を作付することによる雑草駆除の取組も推進す

ることで、作付面積の増加を目指します。 

 

（２）濃厚飼料の自給率向上のための取組 

ビートパルプなどの食品製造副産物などについては、引き続きその発生状況を把握

するとともに、飼料への利用の取組を推進します。 

 

Ⅵ 集送乳の合理化に関する事項 

１ 集送乳の合理化 

  町内交通基盤の計画的な維持・管理を行い、効率的な集送乳体制を推進します。 

 

 ２ 肉用牛の出荷先及び年間取引数 

名称 開設者 登録年月日 年間開催回数 

ﾎｸﾚﾝ十勝地区家畜

市場 

ﾎｸﾚﾝ農業協同組合

連合会 
S61.5.15 84 

 

年度 
肉専用種 乳用種等 

子牛 成牛 初生牛 子牛 成牛 

現在（H30） 791 64 0 1,130 0 

目標（R12） 800 70 0 1,150 0 

 現在（H30 年度） 目標（R12 年度） 

飼料自給率（％） 
乳用牛 58  61  

肉用牛 63  69  

飼料作物の作付延べ面積（ha） 3,570  3,832  
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 ３ 肉用牛の流通の合理化 

   酪農家での優良繁殖牛由来受精卵移植による子牛生産を推進し、飼養管理の徹底によ

り早期出荷の奨励など、優良肥育素の確保体制の整備による計画生産を推進します。 

 

Ⅶ その他酪農及び肉用牛生産の近代化を図るために必要な事項 

１ 家族経営体の維持・発展のための取組 

本町の酪農及び肉用牛生産は、家族経営が中心となっており、高齢化や後継者不足が

見られることから、営農支援組織の利用や新規就農者・雇用就農者等の発掘を行いなが

ら、生産量の維持・発展を促進します。 

 

２ 新型コロナウイルス感染症等を踏まえた業務継続に向けた取組 

酪農・畜産業及びこれらの関連産業は、食料の安定供給に重要な役割を担っているこ

とを踏まえ、新型コロナウイルス感染症等に対する予防対策の徹底を図り、感染者が発

生した場合は、優先的に実施する業務の継続が可能となるよう、生産者や生産者団体、

流通事業者、飼料製造業者等の連携による体制の構築を推進します。 

 

３ 需要創出に向けた取組 

今般の新型コロナウイルス感染症の影響等は、来日外国人や観光客の大幅な減少、臨

時休校による給食休止、飲食店等の休業などによる影響が顕著に表れ、需要あっての生

産活動であることが再認識されたことから、安定的な需要が確保されるよう消費拡大の

取組を促進します。 

 

４ 計画達成に向けた関係機関・団体の役割 

本計画に盛り込まれた取組は関係機関、畜産農家等関係者が連携・協力しつつ、計画

的に推進することが重要です。 

このため、関係者それぞれの役割を明確にし、取組の効果的かつ確実な実施を図りま

す。 

 

５ 計画の進行管理と評価 

本計画の策定後、計画に定めた取組の着実な実施と目標の達成のため、その推進状況

や関係者による取組の実施状況について、随時把握し、進ちょく管理を行います。 

また、その過程で明らかとなった、取組の効果や新たな課題等を踏まえ、必要に応じ

て取組の見直しや改善を行います。 


